
 

 

令和６年１０月７日 

建設建築委員会資料 

都市戦略局開発指導課 

 

盛土規制法に関する取組について（報告） 

 

１ 要旨・目的 

令和３年７月に静岡県熱海市で発生した大規模な土石流災害を受け、国は、危険な盛

土を全国一律の基準で見直すため、「宅地造成等規制法」を抜本的に改正し、「宅地造成

及び特定盛土等規制法（通称：盛土規制法）」を令和５年５月２６日に施行している。 

北九州市も、危険な盛土等による災害から市民の暮らしを守るため、盛土等により人

家等に被害を及ぼしうる区域を宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域とし

て指定する必要があり、対象区域（案）を作成したことから、同法の規定により図面等

の公表を行う。 

ついては、対象区域（案）と運用までのスケジュールについて報告するもの。 

 

２ 盛土規制法の概要 

   現行の宅地造成等規制法では、主に丘陵地にある市街地を対象区域として指定し、

宅地を造成するための盛土・切土に限定していたため、盛土等の規制が十分でないエ

リアが存在していた。 

盛土規制法では、国の定める基本方針に基づき、広く対象区域として指定する。 

 

 （１）スキマのない区域の設定 

〇都道府県知事（指定都市の長）が、宅地、農地、森林等の土地の用途にかかわらず、

盛土等により人家等に危害を及ぼしうる区域を対象区域として指定する。従来の宅

地造成工事規制区域を含む広いエリアを「宅地造成等工事規制区域」に改め、又は

新規に指定し、さらに「特定盛土等規制区域」を新設する。 

〇盛土、切土だけでなく、単なる土捨て行為や土石の一時的な堆積についても、対象

区域では許可の対象とする。 

〇概ね５年ごとに調査を実施し、対象区域の修正を行う。 

 

 
 図 対象区域のイメージ（国土交通省パンフレット） 
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（２）盛土等の安全性の確保 

〇盛土等を行うエリアの地形、地質等に応じて、災害防止のために必要な許可基準を

設定する。 

〇許可にあたって、土地権利者等の同意、周辺住民への事前周知を要件化する。 

〇許可基準に沿って安全対策が行われているかどうかを確認するため、施工状況の定

期報告、施工中の中間検査及び工事完了時の完了検査を実施する。 

 

 

 

 

 

（３）盛土等を安全に保つ責務 

〇盛土等が行われた土地について、土地所有者等が常時安全な状態に維持する責務

を有する。 

〇災害防止のため必要な時は、土地所有者等だけでなく、原因行為者に対しても、是

正措置等を命令できる。 

 

（４）実効性のある措置 

   〇抑止力として十分機能するよう、無許可の盛土や命令違反等に対する罰則につい

て、行為者に対する罰則は、最大で懲役３年以下又は罰金１千万円以下、法人に

対しては、行為者としての罰則に加え、最大で３億円以下の罰金と強化された。 

 

 

 

 

 

 

図 許可対象となる盛土等の規模（国土交通省パンフレット） 
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３ 北九州市の取組 

北九州市は、法改正前の宅地造成等規制法に基づく「宅地造成工事規制区域」を指定

しており、盛土規制法の規定による２年間の経過措置期限まで（令和７年５月２５日ま

で）に新たな対象区域を指定する必要がある。 

検討にあたっては、国の基本方針や実施要領などに基づくとともに、隣接する自治体

と区域を調整し、地盤工学、都市計画、防災、農林、法律の各分野の有識者等で構成す

る専門会議において意見を聴いたうえで、対象区域（案）を作成している。 

   

４ 対象区域（案）について 

盛土等による災害から市民の暮らしを守るため、これまで市域の約１割程度であっ

た対象区域を大幅に拡大し、市全域をスキマなく設定する。このうち、市街地や集落な

ど、人家等がまとまって存在し、盛土等がされれば人家等に危害を及ぼしうるエリアを

「宅地造成等工事規制区域」、市街地や集落等からは離れているものの、地形等の条件

から盛土等がされれば人家等に危害を及ぼしうるエリアを「特定盛土等規制区域」に設

定する。（対象区域（案）は別紙） 

 

５ 今後の予定 

令和６年１０月１５日 対象区域（案）に対する市民意見の聴取 

～１１月１４日         （パブリックコメント） 

令和６年１２月中旬～ 対象区域の公表（ホームページ） 

令和７年 １月～３月 盛土規制法の運用に向けた周知期間（事業者説明会等の開催） 

令和７年 ４月    対象区域の告示・運用開始 
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